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解雇撤回をもとめるビラを配布する日本航空キャビンクルーユニオンと日航乗員組合の組合員たち＝3日、東京・羽田空港

※整理解雇の４要件
①人員整理の必要
性②希望退職や一
時帰休など解雇回
避の努力がつくされ
たこと③対象者選定
の合理性④解雇手
続きの妥当性

　日本航空は大みそかに、165人のパイロットと客室乗務員を
解雇しました。寒空にほうりだす冷たい仕打ちに、労働者は裁
判に訴えることを決意しています。
　経営難だからといって、会社の都合で勝手な解雇はできな
い─最高裁判決でも確定した「整理解雇の４要件」（※）をふ
みにじる暴挙です。しかも、日航の再建には政府も責任があり
ます。国が無法行為のお先棒をかつぐことは絶対に許せません。

撤回もとめ労組が宣伝

閉塞状況を打破し
希望ある日本に

JAL不当解雇

　4月のいっせい地方選挙をひかえ、日本共産党は元旦から
全国各地で新春宣伝をおこないました。
　国民の期待をうらぎる民主党政権のもとで、政治と社会へ
の閉塞感が深まるなか、「くらしと雇用をまもり、だれもが安
心してくらせる社会をご一緒につくりましょう」と日本共産党
の躍進をうったえました。

街頭演説をおこなう笠井亮衆院議員（中央）、田村智子参院議員（左）、大山とも子都議（右）
＝4日、東京・新宿駅東口

いっせい地方選勝
利へ

各地で新春宣伝


